
　　　髙木勉市長に対する辞職勧告決議 

 

　令和５年７月７日、髙木市長は「固定資産情報等流出の案件について」と

題する臨時記者会見を開催した。当該会見において市長は、「望月昭治氏及

びその親族の固定資産税にかかる情報をＫ氏なる市民に提供したこと」（以

下「本件個人情報漏えい」という。）を自白した。同年６月議会定例会にお

いては、本件個人情報漏えいに関する自らの関与や内部調査を否定しておき

ながら、どういった事情の変化で会見を行ったか不可解である。 

改めて指摘するまでもなく「固定資産税を含む地方税にかかる情報」は秘

匿性の高い個人情報であり、関係法令を遵守し適正に取り扱わなければなら

ないものである。地方税法において当該情報を漏えいした場合、２年以下の

懲役又は１００万円以下の罰金に処することが規定されており、厳しい守秘

義務が課されていることがわかる。 

　これを踏まえ、市議会の「笑顔みらい渋川」、「創生渋川」、「日本共産党

市議団」の三会派は、「市民の市政に対する不信感を払拭し、再発を防止す

る必要がある」とし、令和５年９月初旬、各会派ごとに「第三者委員会の設

置に関する要望書」を市長あてに提出した。市長は、「渋川市市長会見に関

する調査第三者委員会（以下「第三者委員会」という。）設置条例（案）」

を提案し、令和５年９月２７日に議決を受け、令和５年１０月２６日に弁護

士２名、大学教授１名で構成される第三者委員会を設置した。第三者委員会

は、令和５年１１月７日の第１回委員会を皮切りに、令和６年９月２２日の

第８回委員会までにさまざまな調査を行い、慎重に検討を重ね、結果を取り

まとめた「調査報告書」を市長に提出した。 

　当該報告書では、市長がおこなった本件個人情報漏えいには「正当な理由

があったとはいえない」と断じている。弁護士及び大学教授で構成された公

平公正な第三者による委員会が改めて明確に違法性を指摘し、調査報告書と

いう形で市民に公開されたことの意義は誠に大きいものである。　 

　よって渋川市議会は、髙木勉市長に対して、速やかに職を辞することをこ

こに強く勧告するものである。 

　以上、決議する。 
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